
（単位：円）

科　　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　額

資 産 の 部 負 債 の 部

［ 流 動 資 産 ］ 372,903,461 ［ 流 動 負 債 ］ 39,827,126

現 金 及 び 預 金 333,500,793 買 掛 金 10,963,126

受 取 手 形 8,045,682 未 払 金 9,576,502

売 掛 金 26,980,404 未 払 費 用 2,178,278

原 材 料 127,147 契 約 負 債 11,530,645

前 払 費 用 128,065 預 り 金 441,475

未 収 法 人 税 等 1,655,200 賞 与 引 当 金 5,137,100

未 収 消 費 税 等 2,842,700

貸 倒 引 当 金 △ 376,530

［ 固 定 資 産 ］ 131,427,567

有 形 固 定 資 産 126,631,427

建 物 110,122,312

建 物 付 属 設 備 30,574,028

構 築 物 56,881,319

機 械 装 置 122,874,533

車 両 運 搬 具 38,841,008

工 具 器 具 備 品 4,692,109 負 債 合 計 39,827,126

減 価 償 却 累 計 額 △ 291,438,424 純 資 産 の 部

一 括 償 却 資 産 110,934 ［ 株 主 資 本 ］ 464,503,902

土 地 53,973,608 資 本 金 35,000,000

無 形 固 定 資 産 2,886,961 利 益 剰 余 金 429,503,902

ソ フ ト ウ ェ ア 2,726,961 利 益 準 備 金 1,500,000

電 話 加 入 権 160,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 428,003,902

投 資 そ の 他 の 資 産 1,909,179 特 別 償 却 準 備 金 1,995,866

出 資 金 30,000 別 途 積 立 金 130,000,000

差 入 保 証 金 500,000 繰 越 利 益 剰 余 金 296,008,036

長 期 前 払 費 用 384,190 ( う ち 当 期 純 利 益 ) 14,088,638

繰 延 税 金 資 産 994,989

純 資 産 合 計 464,503,902

資 産 合 計 504,331,028 負 債 及 び 純 資 産 合 計 504,331,028

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

（2023年 3月31日現在）

資　　産　　の　　部 負債及び純資産の部

三基開発株式会社



１．（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
（１）資産の評価基準及び評価方法

①棚卸資産の評価基準及び評価方法
原材料 総平均法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（３）引当金の計上基準
①　貸倒引当金

②　賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

（４）収益認識及び費用の計上基準

２．（株主資本等変動計算書に関する注記）

（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

（２）剰余金の配当に関する事項
　①配当金支払額

該当事項はありません。

　②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

効力発生日

2023年６月８日
定時株主総会

普通株式 11,130 利益剰余金 15,900 2023年３月31日 2023年６月９日

決議予定 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当金の

原資
1株当たり配当額

（円）
基準日

普通株式 700 － － 700

株式の種類
当事業年度

期首株式数(株)
当事業年度

増加株式数(株)
当事業年度

減少株式数(株)
当事業年度末

株式数(株)

当社は廃棄物処理事業を行っており、顧客との処理契約に基づいて廃棄物の処理を行う履行義務を負っております。
当該処理契約は、廃棄物の処理を完了することで履行義務を充足する取引であり、廃棄物の処理完了時点において
収益を認識しております。
また、当社が代理人として廃棄物処理に関与している場合には、純額で収益を認識しております。

個別注記表

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算
定）

主として定率法（ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備及び構築物については定額法）によっております。

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。


